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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 

電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会（第26回） 

 

日時 平成30年11月26日（月）10：00～11：49 

場所 経済産業省本館17階 第１～３共用会議室 

出席者  

＜委員＞ 

横山座長、秋元委員、安藤委員、大橋委員、大山委員、小宮山委員、曽我委員、 

武田委員、廣瀬委員、又吉委員、松村委員 

＜オブザーバー＞  

菅野 等   電源開発株式会社 常務執行役員 

國松 亮一  一般社団法人日本卸電力取引所 企画業務部長 

竹股 邦治  イーレックス株式会社 常務取締役 

佐藤 悦緒  電力広域的運営推進機関 理事 

都築 直史  電力・ガス取引監視等委員会事務局総務課長 

竹廣 尚之  株式会社エネット 経営企画部長 

中村 肇   東京ガス株式会社 電力トレーディング部長 

内藤 直樹  関西電力株式会社 執行役員・総合エネルギー企画室長 

鍋田 和宏  中部電力株式会社 執行役員 コーポレート本部 部長 

柳生田 稔  昭和シェル石油株式会社 電力事業部門担当執行役員 

山田 利之  東北電力株式会社 送配電カンパニー 電力システム部技術担当部長 

 

議題： 

（１）非化石価値取引市場について 

（２）間接送電権について 

 

＜連絡先＞ 

経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力基盤整備課 

TEL：０３－３５０１－１５１１（内線4761） FAX：０３－３５０１－３６７５ 

〒１００－８９３１ 東京都千代田区霞が関１－３－１ 
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○鍋島電力供給室長 

 定刻となりましたので、ただいまから総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電力・

ガス基本政策小委員会第26回制度検討作業部会を開催いたします。 

 委員の皆様方におかれましては、ご多忙のところご出席いただき、ありがとうございます。 

 それでは早速ですが、議事に入りたいと思いますので、以降の議事進行は横山座長にお願いい

たします。 

○横山座長 

 それでは、皆様、おはようございます。本日もお忙しいところ、お集まりいただきましてあり

がとうございます。 

 それでは、早速、議事次第に従って進めさせていただきたいと思います。 

 本日の議題は、非化石価値取引市場、非ＦＩＴ非化石価値証書の取引に係る制度設計と間接送

電権についてという、この２件でございます。 

 それでは、早速、事務局のから最初の議題、非ＦＩＴ非化石証書の取引に係る制度設計につい

てということで、資料のご説明をお願いいたします。 

○鍋島電力供給室長 

 それでは、資料３に沿ってご説明いたします。 

 「非ＦＩＴ非化石証書の取引に係る制度設計について」という資料をご覧ください。 

 １ページ目をあけていただければと思います。前回に引き続き、非ＦＩＴ非化石証書の取引等

について議論を行います。本日ご議論をいただく内容については、１ページ目に書いてある６点

の論点になります。 

 まず、１点目の非ＦＩＴ非化石証書の取引につきまして、２ページ以下でご説明いたします。

２ページ目をご覧ください。 

 非ＦＩＴ非化石証書の取引につきまして、この論点につきましては、さらに２つの論点に細分

化されます。論点１、１－１でございますけれども、これは非ＦＩＴ非化石証書の取引について

市場経由による取引と相対による取引が考えられる中で、非化石価値等の環境価値のダブルカウ

ントをどう防ぐかという論点になります。 

 それから、論点１－２につきましては、非ＦＩＴ非化石証書を市場で取引する場合の価格決定

方式は何を採用するかという論点になります。 

 ３ページ目をご覧ください。この非ＦＩＴ非化石証書の取引につきまして、論理的に考えます

と、発電事業者が非ＦＩＴ非化石証書を相対で小売電気事業者に販売するという方法と、②の非

化石価値取引市場、これはＪＥＰＸが開設するものですが、この市場に売却するという２つのパ
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ターンが想定されます。 

 図をご覧いただくと、上に相対取引の図が書いてあり、下に市場取引の図が書いてあります。

この相対取引の図におきましては、非化石価値と電気をともに小売電気事業者に売却するという

ケースを想定しております。 

 ただ、これも論理的に考えますと、発電事業者が非化石価値と電気を別々の事業者へ売却する

ケースもあり得まして、非化石価値だけこの小売電気事業者に売る、そういう相対取引もあり得

ると考えております。 

 ４ページ目をご覧ください。相対取引を行う場合も、市場取引を行う場合も、いずれにしても、

この非化石価値のダブルカウントの回避ということが重要になります。この１つ目のポツですが、

非化石価値を取引するに当たり、発電事業者や小売電気事業者による非化石価値のダブルカウン

ト、とりわけ証書を発行していない電気があった場合に、その電気との非化石価値のダブルカウ

ントを生じさせないような管理体制が必要と考えております。 

 最初に、②市場取引の図をご覧いただくと、これは証書化を行うことが自明となっております。

全て証書化をするのですが、①相対取引の場合におきましても、このダブルカウントの回避とい

うことを考えると、一旦全て証書化をしていただく、電力量データを認定機関に渡して、この非

化石証書管理口座のところに証書の形で非化石価値をためていただくというような仕組みがダブ

ルカウント回避の上で有効なのではないかと考えております。こうすると非化石価値が全てこの

ＪＥＰＸの非化石証書管理口座の中で管理されますので、ダブルカウントの心配がなくなるので

はないかと考えておりますし、行政当局におきましても、高度化法の運用等が容易になるという

面がございます。 

 続きまして、次の５ページ目をご覧ください。このような仕組みにした場合の小規模な卒ＦＩ

Ｔ電源等の非化石価値の取り扱いについてスライドを作成しております。 

 まず、ＦＩＴ制度に基づく固定価格買取期間が終了した住宅用太陽光発電等の小規模な非ＦＩ

Ｔ非化石電源、ここでは小規模卒ＦＩＴ電源等となりますが、前回の整理において、当該小売電

気事業者が電気とともに非化石価値証書を、非化石価値を得て証書化すると。よって小売電気事

業者が証書化するといった整理をいたしました。この点に関しまして、当該電気に由来する非化

石価値を非化石価値取引市場に売却することが認められるかが論点になると考えておりますが、

ここで申し上げなければいけないのは、小売事業者間の証書の転売につきましては、税務当局か

ら当面転売はできない仕組みにしてほしいと言われているため、転売はできない仕組みにしてお

ります。このような事情があり、当面の間、小規模卒ＦＩＴ電源等の取り扱いにつきましては、

小売事業者間で転売することは認めずに、非化石価値を有する電気をそのまま需要家等に販売す
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るということにしていただければと考えております。 

 事前に委員の先生方に説明した際に、この転売ができない理由というのは何なのかというご質

問を受けておりましたけれども、この転売禁止の措置というものにつきましては、税務当局から

高度化法の中間目標が入っていない現在におきましては、この証書購入をした際に損金算入を認

めるに当たっては、この証書が確実に使用されるということが重要であり、この転売というもの

は要らないはずであり、転売禁止という措置を講じてほしいと言われたので転売禁止にしている

と、このような事情であります。 

 次の６ページ目をごらんいただければと思います。前回の資料を添付しております。４つ目の

ポツをごらんいただければ、先ほども申し上げましたけれども、発電事業者ではない者が保有す

る卒ＦＩＴ電源等の電気を小売電気事業者等の電気事業者がアグリゲートしている場合に限って

は、当該電気事業者が第三者認定機関による認定を受けた上で証書化するという整理にしました。

要するに、小売電気事業者等がこの卒ＦＩＴ電源の電気を非化石価値ごと買い取って証書化する

という整理に前回いたしております。 

 以上が卒ＦＩＴ電源の取り扱いについての論点になります。 

 次の７ページ目をごらんいただければと思います。 

 続いて、論点２－１といたしまして、非ＦＩＴ非化石証書の市場取引に係る価格決定方式につ

いてという論点です。この証書の取引につきましては、ザラバ方式とオークション方式（板寄せ

方式）が考えられると思いますけれども、ザラバ方式にしておりますと、この皆さんがずっとこ

の画面を見続けて、常に注文の観察をしていなければいけないという事情がございます。オーク

ション方式のほうが、取引の価格指標性がより高いということも踏まえまして、非ＦＩＴ非化石

証書の市場取引につきましては、オークション方式を採用してはどうかと考えております。ただ

し、相対で取引する場合は、この限りではないということでございます。 

 ８ページ目をごらんいただければと思います。これは以前の貫徹小委の資料をそのまま引っ張

ってきておりますけれども、ザラバ方式とオークション方式の比較をした図でございます。 

 下の図をごらんいただければ、このザラバ方式のメリットのところで、中ほどで、ザラバ方式

ですとＪＥＰＸの当日市場のような形になります。デメリットとしましては、この利用者にとっ

ての利便性のところで、ずっと板を見ていなければいけないと。価格指標の公正性が相対的に低

いというようなことがデメリットとして挙げられています。オークション方式のメリットとしま

しては、この公正性の高い価格で売買しやすいということが挙げられます。２つ目に書いてあり

ますけれども、ＪＥＰＸの前日スポット市場の場合はこのオークション方式をとっております。

ただ、デメリットとしましては、約定のタイミングまで取引結果が判明しないので、約定しない
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というようなリスクもございます。 

 次の９ページ目をごらんいただければと思います。このオークション方式をとった場合の価格

決定システムでございますが、ＦＩＴ非化石証書のオークションではマルチプライスオークショ

ン方式を採用いたしました。ただ、非ＦＩＴ非化石証書のオークションにおきましては、複数の

発電事業所がいて、売り入札者となって、買い入札者も複数となると、この多対多の関係になり

ますので、マルチプライスオークションは原理的には難しいと考えております。ですので、シン

グルプライスオークション方式を採用することとしてはどうかと考えております。 

 次の10ページにおきまして、このシングルプライスオークションとマルチプライスオークショ

ンの比較を行っております。この図で申し上げますと、シングルプライスオークションですと、

売り手と買い手はそれぞれ価格を指定して入札いたします。これに対しまして、マルチプライス

オークションの場合は、売り手は成り行き価格のみの入札を行うということでございます。買い

入札価格はそのまま約定価格となると。これがマルチプライスオークションの仕組みになります。 

 さらに11ページでございまして、これも貫徹小委の資料からそのまま引っ張ってきたものでご

ざいますが、シングルプライスオークションとマルチプライスオークションのメリット、デメリ

ットの比較といたしましては、左側のシングルプライスオークションはシステムが理解しやすい

というところがメリットとして挙げられております。右側のマルチプライスオークションにつき

ましては、特にＦＩＴ非化石証書の場合ですと、売り側は成り行き入札でしたので、そのことと

整合的といった整理がなされていたところでございます。 

 こうしたことも踏まえまして、非ＦＩＴ非化石証書についてはシングルプライスオークション

にしてはどうかというのが事務局のご提案になります。 

 続きまして、12ページから論点２となります。非ＦＩＴ非化石証書の価格等についてという論

点です。 

 次の13ページをあけていただければと思います。ここでは、非ＦＩＴ非化石証書の価格水準に

ついてご検討いただければと思っております。まず、ＦＩＴ非化石証書につきましては、これは

需要家がＦＩＴ賦課金として費用負担をしていただいているという点なども鑑みまして、入札最

低価格を設定しておりました。非ＦＩＴ非化石証書につきましては、このＦＩＴの賦課金のよう

な事情がありませんので、最低価格は設けないこととしてはどうかと考えております。 

 次に、入札最高価格でございますが、これは場合によっては価格が高騰する可能性もあると考

えておりまして、ＦＩＴ非化石証書と同様に価格高騰時の負担抑制の観点から入札最高価格を設

定することが望ましいのではないかと考えております。その水準につきましては中間評価の基準

の議論とあわせて、再度検討したいと考えております。 
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 14ページでございます。14ページと15ページは、ＦＩＴ非化石証書の際に入札最低価格、入札

最高価格を導入した際の資料でございます。説明は基本的に割愛したいと考えております。 

 ただ、１点目を申し上げますと、ＦＩＴ非化石証書の場合ですと、売れ残った非化石価値につ

きましては需要家全体に配分されるということになっておりました。２つ目のポツですけれども、

このＦＩＴ非化石証書を購入した人は環境価値を独占的に使用できるようになって、逆にほかの

小売電気事業者の排出係数が悪化するというようなこういう事情があると、こういうふうに説明

していたところです。 

 15ページに入りまして、入札最低価格についてはＦＩＴ賦課金の、１つ目のポツの②ですけれ

ども、ＦＩＴ賦課金は2.64円程度であるということから、その２つ目のポツで、その半分の1.3

円を入札最低価格としてはどうかと、こういう説明をしていたところでございます。 

 先ほど申し上げましたとおり、非ＦＩＴ非化石証書につきましてはこうした事情がないので、

入札最低価格は入れなくてよいのではないかというのが事務局の提案です。 

 16ページでございますけれども、これＥＵの排出権取引価格の最近の事情につきまして、参考

までに資料を掲載しております。ＣＯ２、１トン当たり、今、20ユーロ程度で取引されておりま

す。これはＣＯ２換算をいたしますと、ＦＩＴ非化石証書で言いますと、大体1.3円パーキロワ

ットアワー程度の価格になると考えておりまして、日本のその非化石証書の価格と、ＣＯ２だけ

で見るとほとんど変わらない水準にまで、このＥＵ－ＥＴＳの価格は上昇しているというのが最

近の状況だと理解しております。 

 続きまして17ページ、大きな塊として３つ目の、この非ＦＩＴ非化石証書の種類についてとい

う論点です。 

 18ページをあけていただければ、論点４が書いてございまして、これは非化石証書の種類でご

ざいますが、まず、この貫徹小委におきましては、この非化石証書につきましては「再エネ指

定」と「指定無し」の２種類を販売するということにしておりました。 

 ただ、よくよく考えてみますと、この再エネ指定証書の中にＦＩＴ電源と非ＦＩＴ再エネ電源

の２つのこの再エネ証書が出てくるわけですけれども、業者間で価格決定方式等に違いがありま

すので、実質２種類存在することになるのではないかと思います。 

 したがいまして、この区分としましては、再エネ指定の中にＦＩＴ非化石証書と非ＦＩＴ非化

石証書があり、さらに指定無し証書があると。指定無し証書については全て非ＦＩＴ非化石証書

になると。この３分類があると考えますけれども、この再エネ指定の中に２つ区分があるという

話であるとか、あるいは再エネ指定の中で、もう少し太陽光だとか、風力だとか、そういう細分

化を行うかというところにつきましては、取引状況を勘案しながら必要に応じてまた検討してい
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くということとしてはどうかと考えております。 

 次の19ページは、これは貫徹小委の際の議論の整理ですけれども、このとき議論していました

のは先ほど申し上げたとおり、分類としましては「再エネ指定」と「指定無し」の２種類とする

としておりました。 

 それから、２つ目のポツですけれども、再エネ由来の証書に関しましては、売り手が「再エネ

指定」として販売するか「指定無し」として販売するか選択が可能としておりましたので、例え

ば、今、議論している非ＦＩＴ非化石証書のうちの大規模水力のようなものにつきまして、この

売り手が希望すれば、大規模水力も「指定無し」で売ってよいと、こうした議論がなされていた

ところです。 

 続きまして、20ページ、４つ目の大きな塊の論点、非ＦＩＴ非化石証書の約定／未約定分の取

り扱いについてという論点です。 

 21ページ目をごらんいただければと思います。 

 論点５、非ＦＩＴ非化石証書の約定／未約定分の取り扱いについてという論点です。 

 １つ目のポツで、ちょっと結論先取りのような話で恐縮ですけれども、非ＦＩＴ非化石証書の

売り入札につきまして、先ほど申し上げたようなシングルプライスオークションをとった場合に、

この複数の発電事業者が売り入札を行います。シングルプライスオークションですので、売り入

札価格が低いものから順に約定することになるのではないかと、こう考えております。そうして

いったときに、総売り入札量、売った札が総買い入札量、買った札より大きい、売り入札量のほ

うが多いという場合におきましては、要は売り入札の札が売れ残るということになります。 

 それで、この２つ目のポツで申していることは、ＦＩＴ非化石証書の場合ですと、この環境価

値についてはＦＩＴ賦課金を負担している需要家に均等に帰属させる、要するに再分配させると

いうことにしておりましたということを２つ目のポツで書いておりまして、３つ目のポツで書い

てあるところは、非ＦＩＴ非化石証書につきましては、このＦＩＴ賦課金のような事情もありま

せんので、売れ残った非ＦＩＴ非化石証書の環境価値について、小売電気事業者に対して再分配

を行うというような必要性はないのではないかと考えております。 

 ということで、事務局提案は、この非ＦＩＴ非化石証書については、売れ残った場合には別に

小売電気事業者に配らない。したがって、発電事業者の手元に残ったままになっておりまして、

これは要すれば使えない。したがって、１年たったら消えてしまうと、こういうふうなことにし

てはどうかというのが事務局の提案でございます。 

 ただ、この最後の米のところに書いてありますけれども、中間目標など達成度との関係で新た

な論点が生じた場合には、必要に応じて改めて検討をしたいと考えておりますし、また、排出係
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数との関係等については、別途、排出係数検討会という検討会がございますので、その場で議論

したいと考えております。 

 22ページでございますけれども、これは非化石証書が持つ環境価値の整理ということで、繰り

返しこれまでもご説明している内容ですので、説明を省略いたします。 

 23ページは、これはＦＩＴ非化石証書の取り扱いでございまして、ＦＩＴ非化石証書は、売れ

残った場合、１つ目のポツですけれども、余剰非化石電気相当量という呼び方になりまして、こ

れが、次の24ページの２つ目のポツですけれども、余剰非化石電気相当量の非化石価値について

は、年度末に消滅させるというよりは、ゼロエミ価値同様、販売電力量のシェアに応じて配分す

ると、小売電気事業者にこの価値を配るということにしていたところでございます。 

 続きまして、25ページ、５つ目の大きな論点の塊、市場創設スケジュールについてということ

で、資料をご説明いたします。 

 26ページでございますが、論点６、非ＦＩＴ非化石証書の初回オークションについてという点

ですが、非ＦＩＴ非化石証書の取引につきましては、2019年度に発電された電気に係る非化石証

書を取引対象とすることをめどとしつつも、できるだけ早い時期に取引を開始できるよう努める

こととすると、これは貫徹小委でそうされておりました。非ＦＩＴ非化石証書の初回オークショ

ンでございますけれども、結論から言えば、遅くとも2020年５月に取引が開始できるよう詳細設

計を進めることとしてはどうかと考えております。ただ、具体的な何月何日に行うかというよう

な点につきましては、一通りの制度設計が検討されてから改めて検討することとしてはどうかと

考えております。 

 27ページは、ＦＩＴ証書の場合の市場創設スケジュールでございましたけれども、これも、７

月末に高度化法の報告期限があるというような事情がございまして、この５月に取引を行ったと

いう経緯がございました。その紹介です。 

 28ページでございますが、オークションスケジュールでございます。これは、ＦＩＴ非化石証

書については今、年４回オークションが実施されています。それから、この証書につきまして、

ＧＩＯのこの作業の関係や高度化法の運用の関係もありまして、前年度の１から３月に発電され

た電気につきましても、翌年度の非化石電源比率の算定に利用可能としております。こうした事

情、ＦＩＴ非化石証書においてこうした運用を行っておりますので、非ＦＩＴ非化石証書につき

ましても、運用につきましては、オークションは年４回行いますと。 

 それから、この非化石電源比率の報告におきましては、当該年の１から12月に発電された非Ｆ

ＩＴ非化石証書を翌年度の高度化法の報告に利用可能とすると、こうしてはどうかと考えており

ます。 
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 29ページはＦＩＴ証書の場合の説明ですので、説明を省略いたします。 

 30ページから大きな塊の６、非化石証書の取引に伴う収入の取り扱いについてという資料につ

いてご説明いたします。 

 31ページをごらんいただければと思います。非ＦＩＴ非化石証書の収入の取り扱いにつきまし

ては、この論点につきましてはこれまでもさまざまな議論が行われてきております。この非ＦＩ

Ｔ非化石証書の収入の取り扱いを検討する上では、非化石電源の新設・維持に資すること、小売

事業者間の公平な競争環境を確保することの２点が重要と考えております。詳細につきましては

次回以降に改めて検討したいと考えておりますけれども、事務局におきまして、論点を整理いた

しました。 

 まず、非化石電源の新設・維持に資するという意味では、非化石証書の収入が非化石電源の新

設・維持に資するということが重要と考えまして、論点Ａ、非化石証書の収入の用途を非化石電

源の新設・維持に資する取り組みに使用させる方策につきまして、今後、検討してはいかがかと

考えております。 

 それから、②の小売事業者間の公平な競争環境を確保することという点に関しましては、発電

事業者によって非化石電源の保有状況に隔たりが、偏りがあることから、小売事業者間の非化石

証書のアクセス環境や公平な競争環境を確保するよう措置を講じる必要があると考えております。 

 この点については、論点Ａも関係すると考えておりますし、加えて論点Ｂといたしまして、非

化石証書のアクセス環境を確保し、新規参入者にとっても非化石証書を十分に調達できるように

するための方策が重要ではないかと考えております。 

 また、論点Ｃとして、発電部門の非化石証書の収入が小売部門への内部補助に使われないこと

など、小売競争環境に影響を与えないための方策も議論が必要と考えております。 

 また、論点Ｄといたしまして、ベースロード市場の入札上限価格との関係も発生すると考えて

おります。これらの論点につきまして、本日はさまざまな観点からご議論をいただければと考え

ております。 

 32ページに、これまでのこの論点についてのこの審議会等での意見についてまとめております。

この、さまざまな意見がございましたので、これらが代表的というわけでございませんけれども、

事務局でまとめております。 

 まず、小売競争への影響という観点では、これまで原子力や大型水力の非化石価値が証書化さ

れることになるが、非化石証書の収入を小売競争に活用しないよう、小売競争が公平に行われる

ような制度設計を望む。また、非化石電源・再エネの普及拡大が目的であるならば、例えば再エ

ネ由来の非化石証書の収入については、公共的な用途に使うことも一案ではないか、こんな意見
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もございました。 

 それから、非化石電源の維持・投資インセンティブにつきましては、非化石電源を保有する立

場としては、少なくとも今ある設備をどうやって維持、メンテナンスしていくのかという観点も

大事ですと。競争環境の公平性も理解しますが、エネルギーミックスとの整合性や貫徹小委の整

理も踏まえ、非化石電源の維持・拡大インセンティブに資するような制度としていただきたい。

結局は44％非化石電源をつくるということが最大の重要課題だと思うので、原子力を含めて、ぜ

ひ44％を早期に達成できるような具体的な動きを加速していただきたい。こんな意見もございま

した。 

 全量市場投入につきましては、過去に政策的に建設された非化石電源の非化石価値については、

電気と切り離して、非化石価値取引市場へ全量プールする必要があるのではないかというご意見

がございました。 

 相対取引に関しましては、卒ＦＩＴ電気につきまして、この小売電気事業者の非化石価値を全

て市場に出さないといけないのかと。アグリゲートした小売事業者が証書化する場合とで異なる

取り扱いにするのかという点も含めて、今後、議論が必要。ですから、先ほど卒ＦＩＴ電源につ

いては転売はできませんという話にしていましたので、この市場導入ということは難しいとは思

いますけれども、こんな意見がありました。 

 その他ということで、証書として市場に供出することを前提とするのではなく、いろいろな選

択肢を排除することなく議論してほしい。例えば、あらかじめ非化石価値を公平に按分し、高度

化法の非化石電源の比率の目標値から控除しておくようなものもあり得るのではないか。このよ

うな意見もございました。 

 全てではございませんけれども、今までやった議論の一部についてご紹介いたします。 

 少し長くなりましたが、説明は以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。それでは、ただいまご説明いただきました内容につきまして、ご意

見、ご質問をいただきたいと思います。 

 それではいつものようにネームプレートを立てていただければご指名をいたしますので、よろ

しくお願いいたします。 

 それでは、いかがでしょうか。 

 廣瀬委員、お願いいたします。 

○廣瀬委員 

ありがとうございます。ご説明、ありがとうございました。 
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 ご説明いただきました６点のうち、１番から５番までの事務局の案につきまして、特に違和感

のある点はございません。 

 １点だけ、前回の作業部会で卒ＦＩＴ電源等の小規模な電源に関して、私が申し上げたことに

関連しまして、申し上げます。前回は卒ＦＩＴ電源をお持ちの電気事業者でない人のうち、非化

石証書の発行を希望される人の全てが、小売事業者、アグリゲーターを見つけることができるか

という点につきまして、やや懸念があるということを、私は申し上げました。その点に関連しま

して、本日の資料のスライド５です。小規模な卒ＦＩＴ電源等の非化石価値の取り扱いについて

ということでご説明いただきました。卒ＦＩＴ電源等を調達した小売事業者は、非化石価値を有

する電気をそのまま需要家等に販売する。つまり、相対取引のみを認めることにしてはどうかと

いう案のご説明がありました。小売事業者としては、せっかく集めた非化石価値を有する電気を、

仮に市場に一旦売るとなると、結局、自分で需要家に対して売ることができるかどうかわからな

くなるということですけれども、しかし、相対取引で需要家に自分が直接売れるとわかっていれ

ば、調達に関しても熱心に行うだろうと予想できます。 

 したがいまして、相対取引のほうが認められている、こちらのほうが方法として残っていると

いうことで、結構だと思います。まずはこのようにしてやってみるということだと思います。 

 以上でございます。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは松村委員、お願いいたします。 

○松村委員 

  

まず、今回はかなり技術的な問題が中心になっていますが、スライド30以降の部分を除いて、技

術的な部分に関する提案はおおむね賛成です。以下、述べる点だけ留意してください。 

 まず、売れ残りのことを議論していたのですが、これは本当に起こり得るのかは考える必要が

ある。売り側のほうの入札価格は、価格支配力を行使するのでなければ、普通ゼロになると思い

ます。ゼロにならないのはどういうケースかというと、非化石価値がもらえるなら維持するけれ

ども、非化石価値がいくら以下なら廃止するという類いの電源のみ。３円の非化石価値がつくな

らこのまま修繕して水力発電を維持するけれども、３円未満だったら廃止する類いのものなら、

それは限界費用３円ということになっていると思うので、３円で出すのは自然だと思うが、その

ようなケースは限定的。 

 もし正の価格で入札してくるとすると、そういうこと以外に私にはほとんど考えられない。と
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いうことは、売れ残った電源は、そのまま放っておくと廃止されてしまうので、そういう電源を

持っている事業者には売却を勧告する必要がある。もし３円よりも低い価格だって、保持して、

再エネ電源としてアピールしたい事業者がいるとすれば、そちらに売却する方向に誘導する必要

がある。もし正の入札価格が出てくるとすると、ここで書かれている以上に考えなければいけな

いこととがある。 

 正の価格で出てくることがないとすると、ゼロでも売れ残るのはほぼ考えられない。二酸化炭

素を出さない価値もあるわけですから、小売事業者としては、ゼロ円だったら幾らだって欲しい

はず。自分の販売量が上限かもしれませんが。どんな規制制度になろうと幾らでも欲しいと思い

ますから、ここの問題は、売れ残りをどうするのかというテクニカルな問題よりも、売れ残りが

発生するような入札行動が出てきたときにどう対処するのかという問題のほうがより本質的だと

思います。 

 次に、相対取引についてです。相対取引を認める、少なくとも全量プールではないというのは、

卒ＦＩＴを考えればこういう整理にならざるをえない。この整理はこの委員会の外での取り決め

からしても変えられないとすると、全量はそもそも無理だというのはわかる。一方で、相対取引

を安直に認めていいのかに関しては検討していただきたい。つまり、相対契約を認めることにな

ったとしても、どういうものを認めるのかと議論するのか、あるいは、完全に自由にするのかと

いうことも含めて、今後検討していただきたい。私たちはかつて苦い経験をした。ＲＰＳ制度が

あったときに、あのときも建前はプールした市場はなくて、基本的に相対取引だった。そのとき

にどんなひどいことが行われていたのかを思い出すと、支配的事業者による相対取引を安直に認

めると、相当に恐ろしい気がする。相当な覚悟を持って監視するのであれば別ですけれど、あの

ときと同じことが再現されることを、私は恐れています。相対取引を認めるとするならば、相当

に監視しないと。特に支配的事業者の発電部門から支配的事業者の小売部門への相対取引のよう

な格好になっているものは、相当に慎重に見る必要があると思います。 

 次に、上限価格が議論されました。これは、この後、具体的な規制が決まった後で議論すると

いうご提案だったと思います。合理的な提案だったと思います。一応、念のために確認したいの

ですが、例えば排出量取引、二酸化炭素の排出量取引のようなところでも、理論的には上限価格

を設けることも十分あり得るし、合理的な選択肢だと思います。排出量取引の場合には、自分が

二酸化炭素を排出するためには、それだけの権利を市場で買ってこなければいけないという建て

つけですけれども、余りにも価格が高くなるときには、上限価格を設けて、この価格を払うこと

によって、その義務を果たしたとみなすということ。事実上、炭素税に移行するということ。つ

まり、排出量取引と炭素税のハイブリッドになっている。 
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 そういう状況だとすると、上限価格よりも高くなるときには、いわばその価格を払えば、義務

を満たしたとみなしてくれるという意味でのセーフガードを設けることに対応する。この意味で

上限価格を設けるのは十分意味があると思いますが、ご指摘のとおり、こういう議論は、規制が

明らかになった後でないと意味がない。完全に任意に買えて、任意に消費者にアピールするため

だけに買う状況では、ほぼ必要ないものだと思いますので、事務局のような整理でいいと思いま

すが、今言ったようなことは、議論する人はみな知識としてそろえておく必要があるかと思った

ので発言させていただきました。 

 次に、一番問題になるであろう、スライド30以降のところです。前回も言いましたが、今回の

議題ではないのですけれども、規制の制度設計を誤ると、本当に新電力が壊滅しかねない。実際

に現時点で、旧一般電気事業者が非化石電源の大半を押さえていて、非化石電源を新電力はほと

んど押さえていない状況を考えると、例えば、全ての事業者に全部44％という格好で規制して、

その後、今回頭出しで出されているようなゆるゆるの制度を導入したら、本当に新規参入者は壊

滅しかねない。これまでも容量市場を含めて、ある意味で新電力あるいは消費者の負担になりか

ねない制度が次々と入れられてきている状況で、これが本当に決定打になりかねない。規制を入

れる段階で、十分にこの点は配慮していただきたい。 

 もう一回言いますが、全部みんな44％を前提に、今回のご提案のような、スライド30以下のよ

うなゆるゆるの制度を入れたとすると、本当に新電力は壊滅しかねないことを私はとても懸念し

ています。 

 次に、非化石価値という市場は新たにできるわけで、この価値を受け取ることになるわけです

が、総括原価と地域独占に守られていた時代に、こんな証書ができるなんて思いもしなかったう

ちに建てられた電源に、この価値が帰属して、収入が入ってくるということなったとすれば、こ

れは完全にウィンドフォールゲインになる。 

 この結果として、消費者の負担は、これから建てられる電源にこの価値がつくのに関しては、

価値が生み出されるというゲインが消費者のほうにも、国民経済にも帰属することになるので、

負担ばかりとは言えないと思いますが、既存の電源に関して渡すのは、ウィンドフォールゲイン

になって、この分は確実に消費者の負担になる。この点については、十分に考えていただきたい。

容量市場に比べて、もし規制の仕方というのを誤ると、本当にすごく高い価格になりかねない。

その結果として発生するウィンドフォールゲインも巨大なものになり、その結果、消費者の負担

が著しくふえることになりかねない。この後の制度設計は、十分に慎重にお願いします。 

 今、言ったウィンドフォールゲインになって、それが発電部門の巨額な利益になるということ。

でも、これが再投資に回るならまだ救われるけれども、これが内部補助に使われて、自社の小売
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の値下げに使われることになったとすると、少なくともこういう電源を持っている事業者の消費

者は、短期的には大きな負担を免れることになりますが、これをやったら、本当に新電力壊滅し

てしまう。新電力が壊滅してしまった後で、旧一般電気事業者が支配する市場で、消費者は選択

肢を失い、また価格が上げられることになる。目先は消費者の負担は顕在化しないかもしれない

けれども、長期的にはもっと大きな負担が発生することも十分考えられる。 

 その点で、内部補填に伴う市場のゆがみが起こらないようにということは、十分に検討する必

要があると思います。今の事務局の提案だけれども、本当に十分できるのかは、私は疑問に思っ

ています。一方で、この問題は、この非化石市場だけに限った問題ではないので、こういうこと

まで考えれば、内部補填をいかに防ぐのかは一般的にとても重要なこと。この点に対する監視は、

非化石証書市場ができて、規制が導入される段階では、さらに重要になるということは十分に認

識した上で、今のうちからきちんとした対策をとっておく必要があると思います。 

 最後に、今、２番目に言いましたが、既得権益者に巨額な利益を与えることになりかねない制

度になります。こういうものを制度設計は常にシークエンシャルにというか、順番に少しずつ少

しずつ議論していくことになります。そうすると、今回、すごくテクニカルな議論をして、スラ

イド30以下にあるところも、その割り当てだとかというのに比べれば、はるかにテクニカルな部

分で、この議論を一旦セトルして、もし仮に事務局提案のようにゆるゆるの、ある意味で既得権

益者にすごく甘いもので仮にセトルしたとして、その後、規制の設計をしたとすると、全事業者

の44％などというようなものが出てくると目も当てられない。全事業者を44％にするというのは、

そこだけピンポイントで切り取ると理屈がないわけではないので、そういう主張をする人がきっ

と出てくるでしょう。そういう案が通りかねない。 

 だけれども、そういうことになったとして、そうすると、その前の議論は、こんな制度で本当

によかったのかを考えると、もう手おくれになっている。この手おくれになるという制度設計は

ずっと続いている。容量市場でも経過措置はすごくゆるゆるなものになって、既得権益者が巨額

の利益を得る。そうすると、そのときに既得権益を死守しようとして、必死になって主張してい

た人たちは、今度、容量市場がつくられるときに、容量市場の価格を一円でも高くしようと思っ

て、今一生懸命発言している。そうすると、もう既に前に決まった経過措置は、もう所与とせざ

るを得ないことになり、今度はその容量市場の価格を高くするというのはそれなりの理屈がある

のですと言い出す。その議論はそれだけ単体で取り出すと、それなりに理屈はあるかもしれない

けれども、全体として見てみると、非常にひどい制度設計になってしまう。今回、技術的なもの

を先出ししたというのは、もめるところは後に回したというようなことじゃないかと思うが、そ

のもめるところの制度設計まで見通した上で、こういう議論をしなければいけないのではないか。
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しつこいようですが、これは制度設計を一つ間違えると、本当に競争が死にかねないということ

は、十分考えた上で、今後の検討をしていただきたい。 

 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、次、いかがでしょうか。どうでしょうか。 

 では、秋元委員、お願いします。 

○秋元委員 

 どうもありがとうございます。最初の１から５については、私も異論なくて、基本的に事務局

案でいいかなというふうに思います。ただ、私も若干懸念があったのは、最高価格を設けるとい

う部分に関して賛成なのですが、ただ、松村委員もおっしゃったように、最高価格を設けるとい

うことは、義務量を外すということにもなるので、ＦＩＴ電源のときの最高価格というのは一部

でしかないので、それはいいですけれども、高度化法の中間目標をどうするかというのもありま

すし、最終的には一応44％という、2030年、44％ということになっている。最高価格を設けると、

そこを超えた部分に関しては、44％未達でもいいというようなことを暗にオーケーしているよう

な形になりかねないので、そういう面では、そことの整合性がどうなのかというようなことは、

もう少し検討しておいたほうがいいのではないかというふうに思いました。それが１点目です。 

 最後の６番目の収入の取り扱いという部分に関しては、私もこれまでも何度も申し上げていま

すけれども、事業者環境の中でちゃんとイコールフッティングを図るということは非常に重要で、

これに関しては松村委員とも、私も意見が一緒で、この制度によって非常に競争環境がゆがむ可

能性があると。制度設計を間違うと、物すごくゆがむ可能性があるので、非常にやっぱり慎重に

やるべきだろうというふうに思います。 

 書かれている論点の中で、31ページ目に書かれている、この①と②、両方が非常に重要だとい

うのも、これもそのとおりだというふうに思うのですけれども、①と②で若干トレードオフの場

合があって、制度設計の仕方によってはトレードオフが生じるかもしれないということもあるの

で、非常に慎重な設計が必要だというふうに思います。その上で、やはり、これも松村委員もお

っしゃいましたけれども、やはり振り返ってみると、高度化法の中で小売事業者に一律に基本的

に44％目標が課されているというのは、非常にやっぱりいびつな構造といえばいびつな構造なわ

けで、要は、環境価値という部分からすると、44％一律に課されているというのは非常に公平な

感じでは一見、思うのですけれども、それは単に非化石の価値という部分では、公平なように思

うのですけれども、やはり事業環境のスタート時点で、全然、やっぱり保有している電源が違っ
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ていますので、そういう面ではすごくゆがんだ構造になっている。 

 例えば、排出量取引制度なんかを設計するときには、普通は年率、例えば目標に関して一律何

パーセントで排出を下げてくださいといったような目標を掲げることが多くて、ここでは逆にそ

うなっていなくて、一律何パーセントで達成して、全体で44％とか、これは逆で、上げるという

方向ですけれども、一律何パーセントで上げて、全体で44％ということではなくて、みんな一律

で44％を達成してくださいということになっているので、排出量のところでいくと、例えばよく

言われるのは、2050年に１人当たり排出量を全ての国で一律、あるターゲットに合わせてくださ

いというような話があって、これは合理的で、非常に環境には道徳的にもいいようには見えるの

ですけれども、ただ、現実には国によって土地の環境も違うし、気候条件も違うし、産業構造も

違うし、みんないろいろな条件が違っているので、一律というのが必ずしも公平かというと、そ

うでもないという議論が、いろいろやっぱり、公平の議論って非常に複雑なので、そういう中で

この44％という目標がすごく事業環境をゆがめやしないかというのに関しては、非常に私も懸念

を持っていると。もしそこが決まってしまうのであれば、制度上、いろいろもっと工夫をしない

といけないと思うのですけれども、場合によってはその44％が一律でいいのかどうかという議論

も含めて行うほうが、よりよい制度設計になるのかなという気もしますので、ちょっと、きょう

のテーマでは頭出ししかなっていないので、これで、事務局が考えられている方向でいいのかも

しれないのですけれども、ちょっとまだそれが見えない中で、少し懸念を申し上げました。 

 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、都築さん、お願いいたします。 

○都築オブザーバー 

 ありがとうございます。電力・ガス取引監視委員会事務局として、今も先生方からご指摘のあ

りました、非ＦＩＴ非化石証書収入の取り扱いについてというところで、若干、申し上げさせて

いただきます。 

 非化石電源の多くは、旧一般電気事業者が保有している電源、あるいは電源開発、あるいは公

営水力が持っているような電源であるということを考える必要があると思います。これらは、こ

れまでにも指摘をいただいているように、基本的に自由化前に、総括原価のもとで形成されてき

たものだということには留意する必要があるかというふうに思っております。 

 また、非化石価値の顕在化というのは、ここの資料にも書いていただいてありますように、非

化石電源の新設とか維持、それに資することが目的であるということに鑑みますと、その利益は
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基本的には発電側にとどまるものであるべきだというふうに考えております。少なくとも、旧一

般電気事業者の小売部門に対して内部補助される形となり、支配力の強化につながっていくとい

うことがあっては適切ではないというふうに考えております。 

 したがって、新電力も含めた小売競争の活性化、それから電源アクセスのイコールフッティン

グを目指すという、そういう方向で、今後の議論、次回以降、検討されるということだと思いま

すが、制度設計をぜひお願いしたいというふうに考えております。 

 こうした点から考えますと、公平・透明な市場において取り引きされるということを原則とす

るということが、一つの有益な考え方ではないかというふうに考えております。どうぞよろしく

お願いいたします。 

 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、大橋委員、お願いします。 

○大橋委員 

 ありがとうございます。まず第１に、このテーマであるこの非化石市場について、どういう視

点から議論すべきかということを考えてみたときに、この31ページにある小売事業者間の公平な

競争環境を確保すること、これは収入について書いてありますけれども、恐らくこれは、市場形

成の前提としても、きちっと謳ってもいいのではないかというふうに思います。仮に、そういう

ふうに問題を立ててしまうと、先ほどからの議論の一部は多分解消するのかなという感じはしま

す。つまり、同一の会社において利益移転が発販の間で起きるのではというような懸念、これは

相対取引にも恐らく生じ得る懸念だと思いますけれども、そうしたものについてもきちっと、仮

に相対取引を許すのだとすれば、そういうところはきちっと見ていのだと。少なくとも、その新

電力、あるいは旧一電にかかわらず、小売事業者間の公平な競争環境は守っていくという考え方

であれば、44％をすべからく全部当てはめても、これは別に大きな問題がないところなのかなと

思います。 

 仮に、恐らく問題になるのは、発電事業者のその収入について、恐らくどういうふうな電源を

持っているか、保有しているかということに関しては、当然、この市場ができることによって収

益に違いが出てくるのだと思いますので、そこについてどういうふうに考えていくのかというふ

うな問題に結局、帰着するのかなと思います。それが今回、非化石電源の新設・維持に資するよ

うな形で使われることということで、仮にでも、発電について、そういうふうな観点で使われる

ということがどうやって担保するのかというのが一つの論点のたたき方なのかなというふうに思
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いました。 

 残り２点ですけれども、もう１点は、最高価格について、私の理解は、実はこれは、最高価格

に達したら、多分、配分方法の話になるのかなという感じはしていて、よって、これはどういう

ふうな配分方法に、結局、証書は数限られているので、最高価格に至ってしまって、それでも需

要のほうが大きいということであれば、配分されない人が出てしまうということなのかなという

ことなのですが、ちょっとそれ以上のことは余りよくわからなかったのですけれども、そうした

配分方法のやり方、限られた証書の数をどうやって割り振るのかという議論をしなければいけな

いのかなというのが１点。 

 あと、最後、転売についておっしゃられた点、ちょっとこれは質問になってしまうかもしれま

せんが、証書が確実に使用されることが担保されれば、転売をしてもいいということ、税務上、

問題がないというふうなご回答だったのかどうなのかというところだけ、ちょっと確認までさせ

ていたただければという。 

 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。それでは、最後のご質問だけお願いいたします。 

○鍋島電力供給室長 

 この転売について、証書が確実に使用されればよいかという点ですが、税務当局の希望ではそ

うなっております。現在、中間目標が入っていない段階では、確実に使用されるかどうかわから

ないというのが税務当局の考えがあり、高度化法の中間目標が入ってくれば、再度議論をしてい

くということも可能なのではないかと考えております。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、安藤委員、お願いいたします。 

○安藤委員 

 ありがとうございます。まず、21ページ目の未約定分について、売れ残ったら消えるというお

話ですけれども、これは中間目標が出た後の議論なのかもしれないですが、持っている非化石価

値を、売れ残った話ではなく、反対に売らないということは可能なのかという点をちょっと確認

したいなと思いました。 

 例えば、非化石価値を大規模に持っている人が、それを一部しか市場に出さないということに

よって、価格をつり上げるということが可能なのかどうか。これが、みんなプライステイカーで

あれば、自分の行動はおのずと価格を決めることには使えないわけですけれども、自社が大量の
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非化石価値を持っている場合には、それを出し惜しみすることで価格をつり上げたほうが、自社

にとっての収入が上がるという可能性も理論的にはあるのではないかと考えました。なので、そ

のあたりどのように考えるのかということが気になっております。 

 また、価格の上限を設定するというのは、その対策として機能するのか。13ページ目の議論で

すけれども、これについては、松村委員と大橋委員で、そもそも上限にヒットしたときの扱いに

ついて違う理解が示されております。松村委員の場合には、上限価格さえ提示すれば、その価格

で事実上、幾らでも買えると。例えば、10単位が欲しくて、上限が４円だったりすると、どうし

ても10単位欲しい人は、その上限価格で欲しい単位を指定すれば、それだけ実質その価格で買え

るという理解。これに対して、大橋委員の場合には、上限価格で欲しい量を提示した場合、市場

に出てきたものを比例配分すると。よく株式市場でもありますよね。場が閉まるときに、比例配

分をすると。こういうことがあると、もし、こちらの場合には、欲しいのにもらえない人が出て

くるという面と、欲しい人がその比例配分でより欲しい量に近づけるために、例えば10欲しいの

に100、市場で買いを出すとか、そういうような無駄が発生するのではないかといった点が懸念

事項としてあるのかなと思いました。というわけで、上限価格を設定するとして、その価格のも

とでは何が起こるのかということについての考え方を教えていただきたいと思いました。 

 最後の１点ですが、30ページ以降の収入の取り扱いについてです。私もこの話を最初に聞いた

ときには、秋元委員と全く同じことを考えておりまして、各企業ごとに、既存の非化石電源につ

いてはその比率というか、その所有に応じて、目標を全部いじってやれば、イコールフィッティ

ングは達成できるのではないかと。そして、そのもとで、上がった収入をどう使おうと、自由と

することが一番ニュートラルなんじゃないかと考えておりました。これが難しい、個別にいろい

ろ算定するのは難しいという場合に、次善の策を考えないといけない。 

 次善の策を考えるという点で、２点考えないといけない目標として、小売市場での競争の維持。

これだけではなく、個人的には発電市場でも競争への環境を考えるべきだと思っています。例え

ば、旧一電さんが持っている既存の水力・原子力等の収入を全て収入として認めない、公共のも

のとするというような意見も32ページ目に出てきましたが、これは基本的にはちょっと難しいの

かなと思います。仮にそうすると、既存の設備を維持・更新するよりも、新設に置きかえるほう

が効率的になってしまうので、まだ使えるものをあえてつぶして新しいものをつくるという方向

の無駄が発生してしまうからです。したがって、ゼロ％しか認めないというのも難しいと思う一

方、全部、旧一電のものとして自由に利用できるとしてしまうのは、小売市場の競争の維持にふ

さわしくない。 

 それでは、今、提案されているように、非化石電源の新設・維持に限って使うとすれば、オー
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ケーという、この提案というのは、本当に望ましいのかと考えたときに、２つ目の目標であると

私が思っている、発電市場での競争、こちらに悪影響がないのかということを気にしております。

旧一電さんが大量に持っているであろうこの非化石価値を売って、その利益を非化石電源の新設

等に使えるとなると、電源、発電市場において差が広がらないかという点を気にしておりまして、

それによる発電市場における体力の差がかえって広がってしまうというのが本当に望ましいのか

ということを懸念事項としては思っております。 

 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 最初の質問に対してはいいですか、最初の出し惜しみの可能性はありますかという質問です。 

○鍋島電力供給室長 

 そのような市場支配力の行使に対して、どのような制限をかけていくか、規制をしていくか、

干渉していくかはまた別途の議論かと思っています。ただ、結果的に売れ残る、あるいは売らな

いということについて、論理的にはあり得るのではないかと考えております。その点も含めて、

それが適切でないということでしたら、ご議論いただいて、また制度設計なり、監視の方法を考

えるのではないかと思います。 

 この上限価格をどのように設定するかは、まさにご議論いただいているようなところで、比例

配分をするにしても、買えない人が一部出てきたときに、どのように高度化の運用を行っていく

かというところは、本日全て議論しきることは難しいと思います。このような論点があることを

事務局も踏まえ整理したいと思います。 

○横山座長 

 それでは、小宮山委員、曽我委員、武田委員と順番にいきたいと思います。よろしくお願いし

ます。 

○小宮山委員 

 ご説明ありがとうございました。本日、室長よりご説明いただいた取引価格種類等について、

具体的なルールメイキングについて、異論のある点はございません。 

 それで、最後の非化石証書の取引に伴う収入の取り扱いについて、これは私のコメントになり

ますけれども、特に非化石電源の新設・維持に資すること、競争環境を確保すること、いずれも

重要であると認識しております。その中で特に非化石電源の新設・維持に資するという視点は非

常に重要な視点であり、特に電力システムを考えた場合は重要であると認識しております。 

 それで、特にやはり新設・維持というのは、必ずしも消費者の負担がふえるのではなくて、消
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費者の利益に資する可能性もあるということを認識する点も、大変、大事だと、技術的な観点か

ら認識しております。 

 例えば、原子力発電の場合ですと、うまくこうした資金を維持・活用に使用して、例えば長期

サイクル運転のような稼働率の向上に資するような、そうした方策にうまく活用できれば、やは

り稼働率が向上することで原子力発電の発電コストを下げる方向に作用いたしますので、それは

ひいては消費者全体の利益になりますので、必ずしも非化石の新設・維持が発電側にとどまるも

のではなくて、消費者側にも長期的にメリットを与えるものであると、そういうような視点から

議論することも非常に重要なのではないかと思います。そのほかにも、例えば原子力発電の場合

ですと、例えば確率論的リスク評価、ＰＲＡのようなリスク情報を活用しながら、高度なメンテ

ナンス技術を確立して活用できれば、これも稼働率の向上とか、それから安全・信頼性の向上に

もつながりますので、これも最終的には消費者に恐らくもたらされる利益になり得ると思ってお

りますので、そうした点からも新設・維持というのは、非常に大事な観点であると認識しており

ますので、その点、ご留意いただいた制度設計というのは、非常に重要であると感じております。 

 以上でございます。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、曽我委員、お願いいたします。 

○曽我委員 

 私は６つ目の30ページ以降の論点についてお話ししたいと思います。本日、論点の頭出しとい

うところではありますが、法的に見ても、とても悩ましい論点と認識しておりまして、今後の議

論のご参考にしていただきたいと思いまして、お話ししたいと思います。 

 現時点でも既存契約の相対取引によっては環境価値も勘案した売買が行われているという理解

ではありますが、非化石価値について、その電気の価値とは別途に固有の価値が認められて、具

現化されることになったのは、高度化法に端を発してのものと理解しております。小売事業者間

の競争環境の確保という観点からは、非化石価値への公平なアクセスや、収入帰属への配慮が必

要との認識でして、こういった非常に重要な政策目的のために、非化石価値の処分等に対して、

一定の制約、制限を課すことについては、必要性・許容性の観点から合理的であれば、認められ

てよいのではないかと考えています。 

 まず、全量プールすべきかどうかという議論があり、この点につき部分的に論点を切り出す形

になってしまいますが、全量プールについては、公平なアクセスという観点からは、可能であれ

ば望ましいように思います。 
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 そのために、環境価値も売買の対象とされているような既存契約があれば、その見直しが必要

となり得ると思います。これは今後の検討課題ということと思いますが、買主が環境価値を見込

んで、売買契約を締結していた場合に、その契約の当時に価値相当額として想定していた金額が

あるとすれば、売買価格の変更や減額変更などを行うことが適切な場合もあり得るのではと思い

ます。この点は当事者の合理的な意思解釈によりますので、減額すべきとしても、高度化法のこ

とをにらんで契約していたかという点もありますので、恐らくはそこまで大きな問題にならない

のではないかと推察しております。 

 続きまして、収入帰属の点ですが、理論的には発電事業者に帰属させるのが原則論であり議論

のスタートだと思っております。その上で、イコールフッティング等の観点から、収入は発電事

業者に帰属させた上で使途制限を加えるとか、或いは使途制限ではなく、収入もそもそもほかに

提供させるのか（吐き出させるのか）といった方法が考えられると思います。 

 まず使途制限により政策目的を達成できるのであれば、必要最小限の制約に止められ得るよう

に思いますが、論点は、その資金使途です。先ほどおっしゃっていた非化石電源への新設・投資

ということで、その効果を発電事業者が享受できること自体が、安藤先生もおっしゃっていたよ

うに、イコールフッティングに影響を与えないかという点は留意する必要があると思います。 

 仮に使途制限で目的が達成できないようであれば、収入を他に提供させる必要があるかもしれ

ないと思います。この場合は、発電事業者が非化石証書からの収入を受けないこと自体が投下資

本の回収という観点から不当な内容にならないことの検証は、一応必要だとは思います。この点

については、総括原価主義での設置された電源等も多くあることとの関係で、その範囲で回収済

みなのかどうか等々の観点から、許容可能かどうかという点を検討する必要があると考えており

ます。この収入の吐き出しですが、一方で寄附金課税との関係も整理する必要があると思います

ので、これはエネ庁だけで済むお話ではないかなとも思うところであり、一応、論点としてはそ

の点も気になるところです。 

 そういう意味では、収入の吐き出しという対応をとるとしても、全部なのか一部なのかという

点も含めて、いずれの手当てがより合理的なのかという点も検討するのがよいように思っており

ます。 

 以上、私も結局のところ、具体的にシミュレーションして検討しないと、どれが一番望ましい

のかというのがまだわからないところもあります。いずれにしても、前回のタスクフォースでも

申し上げましたとおり、理論的な整理というのは必ず必要と思っておりますので、そのあたりは

ご検討いただく必要があると思います。 

 いずれによっても整理が難しいということであれば、ほかの委員の先生方もおっしゃっていた、
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そもそも一律44％というところの是非を再考すべきかどうかというお話にもなり得るようにも思

いますが、いろいろ議論の順番等もあると思われますし、そういう意味でいろいろな知恵出しを

各事業者さんからもいただいた上で、慎重な検討を要する論点であると思っております。 

 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 武田委員、お願いします。 

○武田委員 

ありがとうございます。私も非ＦＩＴ非化石証書収入の取り扱い、この点について述べさせてい

ただきたいと思います。この点については、次回以降に詳細が検討されるということで、本日は、

先ほど曽我先生が言及されました理論的整理という観点から、今後の制度検討の基本的考え方に

ついて述べさせていただきます。 

 具体的には、スライドの31ページの小売事業者間の公平な競争環境を確保すること、この点に

ついてであります。小売事業者間の公平な競争環境の問題として、具体的にどのようなセオリー

オブハームが考えられるかといいますと、一つは発電部門の収入を小売部門での不当廉売に利用

する、これが１つ目です。 

 ２つ目は、非化石証書が偏在することを前提に、この規制によって、非対称な費用引き上げ効

果が生じて、そして競争圧力が減少するという問題です。この２つがあると思います。そして、

この２つというのは、それぞれ31ページのスライド②の論点のＢ、Ｃで書かれているところに該

当すると思います。すなわち、論点Ｃというものが不当廉売の問題、論点Ｂというのが事業者の

費用引き上げの問題であるというふうに思います。 

 こういった問題が生じるとして、制度的な措置が必要かどうかということでありますけれども、

これを考える際には、これら問題を解決するための措置の目的は、競争者の保護ではなくて、競

争の保護であるということ、これが大事であるというふうに思います。すなわち、単に小売事業

者の費用が上昇するだけではなくて、それによって競争圧力が減少して、市場への悪影響があっ

て、初めて制度的措置の立法事実ありになると思います。この点、松村先生のご意見であると、

その事実があるということでありますけれども、まず考え方としては、競争者の費用が上がるだ

けでなくて、競争への影響があるかどうかということを見るということになると思います。 

 そして、次に、競争維持のための手段を考えるわけですけれども、手段を考える際には、事後

規制で不十分かどうか。すなわち事後規制が不十分であって、初めて事前規制が許容されると思

います。この点、不当廉売の問題と費用引き上げの問題があるということを述べましたけれども、
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相対的に、不当廉売の問題については、事後規制で十分なようにも感じます。 

 他方、非対称な費用引き上げの問題については、事前規制、これは先ほど来の論点になってい

ます、傾斜の配分の問題だと思いますけれども、それが許容されそうであります。ただし、この

場合であっても、目的達成に必要最小限の手段であるかどうかということを考える必要があると

思っておりまして、この点、ベースロード市場等の同目的を有する措置と一体として、その手段

の相当性を判断すると思います。 

 長くなりました。まとめますと、競争者への影響だけではなくて、競争への影響を見なければ

いけない。そして、その手段を考える際には、事後規制で不十分な場合に事前規制を考える。そ

して、その事前規制を考える際には、目的達成に必要最小限の手段かどうかということを考える

ということです。 

 以上です。 

○横山座長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、竹廣さん、順番にいきたいと思います。 

○竹廣オブザーバー 

ありがとうございます。31ページの小売事業者間の公平な競争の確保というところにつきまして

は、多くの委員の方々からご意見を頂戴したところですけれども、新電力小売という立場で述べ

させていただきたいと思います。 

 本日は具体的なルールが記載されておりますけれども、やはりこれらは重要な点ではございま

すけれども、これらの議論の前に、最後に記載されている公平な競争の確保といった点について、

講じられる対策がどういったものであるかということを議論しないことには、なかなかこの是非

を判断できないところが多分に含まれているというふうに思っています。 

 その対策いかんによりまして、我々小売、それから発電事業者の行動も変化すると思いますし、

非ＦＩＴ非化石証書は、新電力にとって、高度化法の目標達成の重要な手段でございます。事務

局におかれましては、この非化石の44％の目標達成に向けて、我々が今後たどっていく道筋とい

うのを、ぜひイメージをいただきたいというふうに考えています。 

 昨年度、2017年度の非化石比率は、全国平均で18％と、以前にも示されましたけれども、東日

本大震災前は36％ございました。この36％には、旧一般電気事業者の発電部門が大半保有されて

いる大型の水力、それから原子力が大きく貢献していったものというふうに思われます。 

 一方、新電力にとって、この達成手段としては、再エネをみずからこれから建設する、もしく

は証書の購入といったものがその手段となります。また、足元での、大半の新電力の非化石比率
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は本当に低くて、44％、その太宗をこれから調達するということになります。しかも、その証書

の購入元の多くが、現在競争している旧一般電気事業者の非化石電源であるということを考える

と、費用負担が増すとともに、新電力の競争力というのは劣後していくものと思われます。先ほ

ど武田先生からもありましたけれども、この市場の競争圧力が結果として弱まってということに

なりますと、最終的には需要家にその不利益が及ぶのではないかというふうに考えるところでご

ざいます。 

 弊社は以前、全量プールをということで申し上げておりましたけれども、これは販売益も含め

まして、プールをされて、ＦＩＴの賦課金の低減など、公的な用途に使われることを想定してお

りました。今回の資料では、今後、議論があるということではございますけれども、発電者に帰

属することが前提のようにも見受けられますし、発電、小売一体での経営となるのであろう旧一

般電気事業者の小売に、既に相対で受け渡しされている電気の取引に、環境価値分を上乗せされ

ていくことが容認される前提にも、透けて見えます。これでは、非化石価値取引市場で得られた

収入の使途に、幾ら使途制限みたいなものを加えたとしましても、効果は限定的で、結果として

先ほど申し上げた小売競争がゆがむのではないかというふうに考えるところでございます。これ

もひとえに、高度化目標の規制の強さが事業者によって異なっていて、そのために小売競争に悪

影響を与えているということだと考えております。 

 対応としまして、幾らかお知恵も頂戴したところではございますけれども、足元の非化石比率

に応じて、個社事情に配慮した目標を設定する方法が考えられますし、前回も申し上げましたが、

非化石の価値を市場で売買するのではなくて、高度化法の目標の内訳に、大型水力ですとか、原

子力の非化石価値をあらかじめ織り込んでおくというのも、案の一つだというふうに考えており

ます。本日の議論の対象ではないというふうに承知しておりますけれども、なかなかこういうこ

とを議論せずに、非化石の取引自体の具体的なルールを検討するに至らないものですから、ぜひ

高度化法の目標の設定の考え方も含めた制度設計をご検討いただければというふうに思います。 

 長くなりましたけれども、以上でございます。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、中村さん、お願いいたします。 

○中村オブザーバー 

資料のご説明、ありがとうございます。制度設計の各論に入る前に、まず初めに申し上げたいこ

とは、何人かの先生方のご発言にもありましたとおり、高度化法の目標設定から改めて議論すべ

きではないかということでございます。 
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 現行の目標は、全事業者一律44％ということで、これは2030年の非化石電源比率に相当します

が、その約３分の２は旧一電が保有する原発と水力となります。旧一電の場合は、これらの非化

石電源の調達は内部取引になります。したがいまして、事実上、非化石価値の多くを新電力が負

担することになります。その金額は、足元のシェア並びにＦＩＴ非化石証書の価格などを参考に

いたしますと、約850億円から2,600億円という金額に上り、その過半が新電力から旧一電に支払

われることになります。このままでは、新電力の事業継続性は極めて厳しくなります。松村先生

のおっしゃるとおり、壊滅的と言っても過言ではございません。 

 もともとこの目標は、電源構成を勘案して、旧一電が50％、新電力が２％ということでした。

2016年に現行の目標に見直されておりますけれども、それ以降も電源構成は大きくは変わってご

ざいません。まずは以前のように電源の保有状況を勘案した目標へ見直すことを検討していただ

きたいと思っております。 

 次に、高度化法の趣旨に鑑み、一律44％の目標を前提とするならば、旧一電と新電力間の公平

な競争条件を維持するための措置が不可欠だと考えております。 

 そのポイントは、次の２つとなります。まず１つ目は、本制度の導入により、価値が顕在化す

る前に建設された原発や水力等の非化石価値については、全量を市場経由で取引することにして、

新電力が旧一電と同等の条件で、この価値にアクセスできるようにする必要があるということで

す。 

 ２つ目は、旧一電の発電が非化石証書の販売収益を得ることで、小売に販売益が移転され、小

売の競争環境にゆがみが生じないよう、非化石証書の販売収益を発電部門に直接返してしまうの

ではなく、国全体で管理し、需要家負担の低減、かつ、非化石電源の普及拡大に資するような用

途に使用する必要があるということです。現在、さまざまな制度検討が進められておりますけれ

ども、例えば再エネの導入拡大に伴う系統増強や容量市場など、需要家負担の増加につながるよ

うな制度が多いのではないかと思っております。産業政策や国民負担低減の観点も踏まえた上で、

公平かつ非化石電源の普及拡大に資するような制度となるよう検討を進めていただきたいと思い

ます。 

 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、佐藤さん、お願いいたします。 

○佐藤オブザーバー 

 私もちょっと今回のアジェンダと離れますが、かなり本質的な話をしようかと思っていますの
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で、事務局の方、あと都築課長によく聞いていただければと思います。 

 それは、数々の先生、特に松村先生からご提案があった内部補助に関してであります。内部補

助に関しましては、先週の、都築課長も出席をされていたと思いますが、監視等委員会の経過措

置料金の撤廃に関する研究会で、内部措置に関してどうするかは、次回でかなり詳細に関して検

討したいと、木尾室長がおっしゃっていたと思いますが、先ほど都築課長は何となくちょっと電

ガ部で内部補助はもっと考えてくれ的な発言だったのですが、どういうふうに今後検討していく

のか、極めて重要な論点ですので、少し整理をしていただければと思います。 

 ２点目、これは大橋先生もおっしゃっていたことなんですが、その内部補助全体と考えるのも

あるのでしょうけれども、制度ごとに、例えばこの非化石のところだと、この収入が発電部門か

ら小売部門に行かないようにというふうに、もっとはっきり書いたらどうかといったご発言があ

ったと思いますが、そうすると、発電事業に何らかの、利益ではないのですけれども、収入があ

るような制度、例えば、先ほど松村先生も発言されましたけれども、容メカみたいなところも制

度ごとに、その小売事業者間の公平な投資環境を確保するために、変な内部補助が行かないとい

うのを書くのかどうか、あと、その場合は、旧一般電気事業者だけではなくて、およそその発電

部門から小売部門に回すといったことは、特に容メカみたいなやつというのは、相当、確かに先

週も松村先生がおっしゃっていたと思いますが、かなりそれって趣旨に合わないというか、そん

なことあるのかというようなことなので、そういったことも書くのかどうかというのも考えなけ

ればいけないかなという気もしましたので、これも事務局でぜひ整理をいただければと思います。

私もいろいろ考えてみたいと思います。 

 ちょっとアジェンダから逸れましたが、かなり重要な問題だと思うので、よく整理をしていた

だければと思います。 

 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、又吉委員、お願いいたします。 

○又吉委員 

 ありがとうございます。私も論点６の収入の取り扱いについて、意見を述べさせていただきた

いと思います。詳細につきましては、次回以降、改めて検討するという事務局案にまず賛同した

いと思います。詳細検討に入る前に、留意していただきたい点を追加で述べさせていただきたい

と思います。 

 法的には、非化石価値というのは発電事業者に帰属するものだと考えております。非化石電源
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構成比を引き上げるという高度化法の目的達成のインセンティブ確保の観点からは、非化石価値

の用途が、非化石価値電源の新設、維持、更新に資するという視点が非常に重要であると考えて

います。 

 一方、小売競争環境に悪影響を与えないための方策も重要であると考えています。その際には、

非化石価値取引市場の市場設計のみだけで公平性を担保するだけではなくて、時間軸を考慮した

別のフレームワークを用いるオプションも検討に挙げるべきではないかというふうに考えていま

す。全体像が見えない中、オプションを明示するのは非常に難しいですけれども、すでにご意見

にもありましたが、小売競争環境動向を見極めた設計のチューンナップ余地が長期的には残され

るのであろう高度化法の中間目標の設定方法などに、小売事業者間の競争公平性を担保するため

の仕組みをビルトインするという論点整理もあり得るのではないかというふうに考えています。 

 最後は、非化石価値というのは、基本的にはキロワットアワー価値、つまり発電しないと出て

こないものだという点に留意が必要かと思っております。小売事業者さんが広く非化石価値証書

を調達できるようにするための方策を考える上では、非化石電源の偏在を現在の保有容量、すな

わちキロワットだけで判断するのではなくて、将来のキロワットアワーの観点から見た論点整理

というのが重要なのだと思っています。 

 以上です。ありがとうございました。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、柳生田さん、お願いいたします。 

○柳生田オブザーバー 

 ありがとうございます。私どもも、１から５のテクニカルな問題に入る前に、本当に44％とい

う一律の目標が、公平性のあるものかどうかということに関して、改めて議論していただきたい

なという風に思っております。大型水力ですとか、原子力等、大手電力会社の皆様方がお持ちの、

そもそも歴史的経緯から公平性が違う電源の話に加えて、卒ＦＩＴに関しましても、その現契約

が大手電力会社の皆さまに主に帰属していて、その連続性の問題もあります。例えば、我々新電

力はどこに営業に行ったらいいのかというのがわからない中で、大手電力会社の方々は営業対象

がわかっているということで、そもそものアクセスのしやすさという点でも、大幅に新電力が卒

ＦＩＴ確保の仕方という意味では劣後しているという現状があります。 

 そういった中で、本当に一律44％がいいのかということに疑問を持っています。石油事業にお

きましても、石油事業の供給高度化法の中で、蒸留等のキャパシティに加えて、二次装置の装備

率がどうかということで、それは各元売りによって立ち位置が違うという中で、目標もそれぞれ
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に課されたという経緯がございます。少し趣旨は違いますけれども、目標に近いところにあるの

か、ないのかというところで、その義務が個社によって違ったということもございますので、本

件に関しましても、先ほど来、申しました点を加味していただければ、当初、50％と２％という

こともございましたので、そこに立ち戻って、もう一回、議論していただきたいなという風に思

っております。 

 それから、資金の使途に関しましても、そもそも、もともと発電部門に帰属しているというこ

とが法的に、それはそれで仕方ないという整理が前提だとすると、発電部門にその価値は還流す

るということになります。我々にしてみますと、大手電力会社の発電部門に対して、そこにお金

が還流すれば、発電部門は発電部門で経済合理性があっての投資ということになるのでしょうか

ら、そこの発電部門の投資に、我々が負担をしているという形にもなりますので、そういう意味

でも、一律の負担割合が本当に正しいのかということは、その点に関しましても、疑問があると

ころでございます。 

 それから、シングルプライスオークションということでございますけれども、約定価格に関し

ましては、非化石の供給量と義務量の関係で、供給量と義務量が極めて近いところにあると、約

定価格というのは極めて上限価格に近いところにあるということになりますので、そうすると、

上限価格で常に新電力が負担し続けるみたいなことにもなりかねませんので、その点に関しまし

ては、上限価格に張りつくことのないような中間目標の設定ですとか、オークションのあり方に

関しましては、極めて慎重に制度設計をしていただきたいなという風に思っております。 

 以上でございます。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、國松さん、お願いいたします。 

○國松オブザーバー 

 ありがとうございます。私のほうからは論点４のところでございまして、種類でございますけ

れども、再エネ由来の部分、「再エネ指定」か「指定無し」かを事業者が選べるというところ、

これはなぜ「指定無し」を選ぶインセンティブがあるのかな。ないだろうから「指定無し」を選

ぶことなんていうのはない。例えば大型水力に関して、再エネ指定で認証を受けたものが「再エ

ネ指定無しの」ところで売りに出せる、この選択を可能にしているのが貫徹小委の議論ではござ

いますけれども、その理由が少しわからなくて、オプションとして２つの市場を通じて売ること

ができるということになるのか、そもそもこれは認証のときに再エネ指定でとったものは再エネ

指定のＦＩＴ、再エネ指定じゃないものは再エネ指定じゃない非ＦＩＴと単純にしたほうが市場
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としてはわかりやすいものではないかなと思います。 

 ただ、ご議論になっております上限価格とか、取引の仕方等々に関しまして、いわば中間目標

というものがいつ設定されるのかというところに大きく左右されてきてしまうものであると認識

しています。まず市場状況をつくって、その市場状況を見つつ、中間目標値、ある程度の設定を

期限を持って考えていくというのも一つでしょうし、中間目標を何年後に設定する、このぐらい

の数値というのがあった中で市場の形を検討する、両方の形があろうと思います。どちらつかず

で中庸をいくというのが一番わけわからないというか、足しにならない市場になってしまうと思

いますので、そのあたりの考え方の整理は必要かと思っております。 

 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、竹股さん、お願いいたします。 

○竹股オブザーバー 

 ありがとうございます。それでは、議論で重なるところは簡単に。初めは制度設計の前提で、

小売に対する非化石の44％、これがそもそも公平かというところはぜひご議論いただきたいとい

うのが１点目。 

 それから２点目は、44％を前提にしての議論となって、発電側の収入の内部補助の部分、これ

をぜひ監視を強めていただく、あるいは使途を限定するというところをどうやるかは工夫しなが

らぜひお願いしたいというふうに思います。 

 それから、３点目は上限価格。これはぜひ設けていただきたいと思うんですけれども、この上

限価格の設定は今後の議論かと思います。それにつきましては、上限価格に対して、小売側の負

担の必要量を掛けるなどして、いろんな形でちょっと試算もいただきたいし、それが今の競争状

況に与える影響も勘案する等の、いろんな形から検討していただいて、競争条件に余り影響がな

いようにというような形のご検討をいただければというふうに思う次第です。 

 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、内藤さん、お願いいたします。 

○内藤オブザーバー 

 ありがとうございます。既に多くの先生方からもご指摘いただいておりますので、繰り返しに

なって恐縮ですが、私からも意見を申し上げたいと思います。 
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 収入の取り扱いを初めとします、重要な論点について、次回以降に検討を行うということでご

ざいますが、これも繰り返しお願いしておりますとおり、非化石価値取引市場は、小売電気事業

者のエネルギー供給高度化法の目標達成、ひいてはエネルギーミックスの実現を後押しするため

の重要な施策だと認識しておりまして、このような政策目的を達成する観点からの詳細設計をぜ

ひお願いしたいと思っております。 

 目標の設定の仕方についてもいろいろご議論ございまして、それ次第というところもございま

すけれども、当然、目標達成がこの市場を通じてできないといけないと考えておりますので、既

にＦＩＴの非化石価値は市場に供給されておりますし、また今回ご議論の非ＦＩＴにつきまして

も、もう既に貫徹小委の中間取りまとめの段階でベースロード市場を通じて非化石電源により発

電された電気が取引された場合、非化石価値については電気と切り離して非化石価値取引市場で

取引するというふうに定めていただいておりまして、相当量の非化石価値が市場に供給され、目

標達成に必要なものは市場を通じて調達できるのではないかというふうに考えております。それ

以上の市場供給が必要かどうかという点につきましては、今後、慎重にご検討いただければ幸い

でございます。 

 皆さんおっしゃっておりますとおり、きょう方向性をお示しいただいた論点、あるいは次回以

降、検討するということになっております論点、加えて高度化法の中間評価の基準のあり方の検

討、これを全てセットで見ないと、制度設計がそれで妥当かどうかが判断できないと思っており

ます。今後、順番に議論していくということは仕方がないと思いますけれども、検討が進んだ節

目節目で全体を俯瞰していただきまして、真に機能する市場設計になっているかどうか確認して

進めていただけたらありがたいなと思ってございます。 

 以上でございます。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、鍋田さん、お願いいたします。 

○鍋田オブザーバー 

 ありがとうございます。私からもコメントさせていただきたいと思います。 

 31ページ以降についてかなり議論され、コメントが出たわけでございますけれども、私どもも

ここで示されております①番と②番は重要な観点だと思っています。 

 また、32ページのほうの上からポツの４つ目に、44％の非化石電源をつくることが重要課題で

あるというふうに書いてございます。これは個社というよりも国全体でこの電源をどう確保して

いくのかということを言っていると思います。その上で、やはり31ページにございます非化石証
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書は、非化石電源の開発、維持に寄与すべきものであるということと、小売事業者間の公平な競

争を確保すること、それが重要であると思っています。そのような観点からどういう方策がある

のか、過剰な規制にはならないという観点も踏まえながら幅広くご検討をお願いしたいと思いま

す。 

 それから、論点の５番の未約定分の取り扱いのところでございます。やはり非化石価値につい

ては私ども発電事業者に帰属しているものと考えておりますので、約定しないものを再配分はし

ないということはよいのではないかというふうに思います。 

 ただ、未取引の非化石証書でありましても、我が国の中に存在する価値でありますので、国全

体の実績としては算出できる、管理できるようにしておくべきではないかというふうに思います。 

 最後ですけれども、皆様、おっしゃられていますが、いろいろなところで高度化法による中間

評価と関連してくるというぐあいに考えますので、最終的には全体としての整合を見て再検証す

るということが必要であるものと考えます。 

 以上です。 

○横山座長 

 どうもありがとうございました。非常にたくさんの有意義なご意見をいただきまして、ありが

とうございました。 

 何か事務局のほうからございましょうか。 

○鍋島電力供給室長 

 さまざまにご意見いただきましてありがとうございました。議論の進め方につきまして、今後

座長ともよく相談してまいりたいと思います。基本政策小委に諮る際には、本日のご意見を踏ま

え、目標とあわせて議論をしないと、全体像が見えないという点につきましては、座長と相談し

ながら、また基本政策小委の委員の先生方ともご相談しながら検討の進め方を考えていくという

ことが必要なのではないかと思います。 

 もともと高度化法の目標を44％と設定していたのは、日本全体としてパリ協定を遵守していく

上で、あるいはエネルギーミックスを達成していく上で非常に重要なものでございますので、環

境面での判断等も必要だということでごいます。進め方としてはやはり一体で考えていく必要が

あるということですので、よく相談していきたいと思います。 

 本日は事務局からのさまざまな案についてご議論いただいたところでございますけれども、事

務局の案というのは、全体としまして、まずこの今、2030年44％目標ということで一律の目標が

課されていることを踏まえ、いかに小売事業者間の公平な競争環境を確保するためにこの制度設

計をするかという点に配慮して案をつくった次第です。 
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 今後の議論ですが、仮に44％という目標を変えるという話になると、ベースロード市場につい

て新電力も含めた公平なアクセスを確保しようとしている中で、そのベースロード市場のあり方

なども含めた議論との整合性なども出てくるとは思います。 

 今の方向性としましては、電源は電源として新電力にもアクセスを認めて、なるべく公平な小

売競争環境を確保していくという方向性の上にあると思います。これを、発電を持っている人が

発電を持っていることを前提に目標を設定するとなりますと、変更しなければいけないところも

出てくるかと思いますが、そういったところも含めた検討が必要になってくるかとは思います。 

 いずれにしても、さまざまな論点がありますので、改めて事務局においてもその論点を整理し、

検討の進め方については座長、それから基本政策小委の先生方とも相談しながら整理してまいり

たいと思います。 

○横山座長 

 ありがとうございました。たくさんご意見いただきましてありがとうございました。最後の論

点は大変悩ましい論点でございますので、しっかりと議論をさせていただきたいと思います。 

 それでは、次の最後の議題でございます。間接送電権についてということで、事務局から資料

のご説明をお願いいたします。 

○鍋島電力供給室長 

 続きまして、資料の４についてご説明をいたします。資料の４は、間接送電権についての資料

になります。 

 １ページ目をごらんいただければと思います。まず、間接送電権の詳細設計に関しまして、Ｊ

ＥＰＸにおきまして、11月14日に第２回の間接送電権のあり方等に関する検討会が開催されたと

ころでございます。この検討会における主な検討結果について報告を行いたいと思います。 

 続きまして、２ページ目をごらんください。市場の開催時期ですが、ＪＥＰＸにおいてシステ

ム改修のスケジュールを確認した結果、2019年、来年の４月からの取引開始が可能と判断しまし

たので、４月からの取引開始とすることといたしました。具体的には、４月に19年６月分の間接

送電権を取引することを想定しております。 

 続きまして、３ページ目です。商品の形態でございます。間接送電権の発行に関しましては、

本作業部会の議論を踏まえまして、期待値差、分断の確率掛ける、その際の値差ですけれども、

期待値差が0.01円／キロワットアワーを上回る蓋然性が高い。また、その際にある程度の取引量

が見込まれるといった点を考慮して決定することとしておりました。 

 この期待値差につきまして、間接オークションの開始後、要するに11月、10月１日以降の分断

状況、値差を分析しましたところ、0.01円／キロワットアワーを超える地域間連系線は、そこに
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掲げられている５つでございました。19年４月においては、この５つの連系線を取引対象にする

ということで、検討会では議論がなされ、決定いたしたところでございます。 

 次の４ページ目にそれぞれ連系線が書いてあります。この黄色にしている部分が、開設する間

接送電権の商品の種類です。ここで、連系線で、例えば、北本直流幹線におきましては、北海道

から東北と書いておりますけれども、この逆のところに黄色が書かれて、色づけされていますが、

要するに、東北から北海道向きの流れの間接送電権につきまして、今回発行を行う。 

 ＦＣにつきましては、東京中部向け、あるいは中部東京向け、順・逆両方の商品を発行すると

いうことにしております。加えて、阿南紀北直流幹線の逆方向、それから、本四連系線の逆方向、

関門連系線の逆方向について、それぞれ商品を発行することとしております。 

 ５ページ目です。商品の形態でございますけれども、19年４月におきましては、週間24時間の

商品で開始し、土曜から金曜日までの商品とすることとしました。その他の商品形態につきまし

ては、引き続き、検討会にて検討を行っていくということにしております。 

 それから、６ページ目ですけれども、このオークションの実施タイミングですけれども、19年

４月におきましては、２カ月前の実施タイミングでオークションを実施するということにしてお

りました。 

 それから、７ページ目でございますけれども、間接送電権の発行量についてですが、間接送電

権につきましては、運用容量からマージンと経過措置の数値を、数量を除いた量を発行すること

としております。この運用容量、マージンにつきましては、広域機関にて取りまとめられ、公表

されることとなっております。年間計画以降では、月間、２営業日前と実需給に近づくにつれて

精査された計画が公表されるということになっております。 

 間接送電権の発行可能量については、経過措置の数量が影響いたします。経過措置が適切に減

少すれば、間接送電権の発行可能量がふえることが期待されます。このため、間接送電権の発行

前に経過措置の減少事由が予見されている場合は、事業者に対して経過措置の減少を行う更新計

画を広域機関に提出することを求めているところでございます。 

 最後、８ページですけれども、この検討会におきましては、監視等委員会から間接送電権の発

行に向けて、経過措置減少が適切に行われることが重要であるという意見が表明されたところで

ございます。したがいまして、３つ目のポツですけれども、２カ月前の段階になりますけれども、

間接オークションの開催日から前々日の12時までの間に経過措置を減少させた。したがって、オ

ークションのときにはリリースしなかったのですが、実際には使わなかったという事業者がいた

場合には、そのタイミングの合理性について、広域機関が確認を行っていくということになりま

す。この状況につきましては、関係審議会にも報告することになると考えております。 
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 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明に関しましてご質問、ご意見ありましたらお願いしたいと思いま

す。 

 大山委員、お願いします。 

○大山委員 

 どうもありがとうございます。ただいまご説明ありましたけれども、経過措置の減少というの

は、非常に大事だというふうに思っております。というのは、経過措置というのはかなりの特殊

な権利だという認識がありますので、これは、ぜひしっかり減らしてもらいたいというのが、監

視も含めて大変重要な任務になるかなというふうに思っています。それはコメントです。 

 あと１つ、本四連系線と阿南紀北の直流幹線、これは別々に商品ができるということなのです

けれども、関西、中国の間というのは、実は値差が全くないということになっていますので、ど

ちらに入れても同じような効果が出ると思いますので、その辺の運用、これも今後の検討かと思

いますけれども、しっかり検討していただきたいと思います。 

 以上です。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 菅野さんお願いします。 

○菅野オブザーバー 

 今後の検討についてのお願いでございますが、阿南紀北直流幹線と本四連系線は別商品という

ことでしたが、ＦＣはＪパワーと東京電力と中部電力の３つ設備がございますし、北海道と本州

の間は、Ｊパワーの北本直流連系線に加えて北海道電力が管理する設備が来春に運開されます。

設備が複数ある商品の設計については、特定のある地域とある地域を結ぶという観点から、同じ

商品として扱うという考え方かと思いますが、例えば関門連系線では、設備は一つのみですので、

設備が複数ある商品と設備が単独の商品では、２カ月前のオークションの後にトラブルが起こっ

たときの取り扱い等が若干異なりますので、その点、今後の検討でご留意いただければと思いま

す。 

○横山座長 

 ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。特にございませんでしょうか。 
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 それでは、どうもありがとうございました。ほかにご意見がないようでしたら、本日の議論は

ここまでとさせていただきたいと思います。 

 本日は長時間にわたり活発にご議論をいただきまして、ありがとうございました。 

 それでは、次回等につきまして事務局のほうからご連絡、お願いいたします。 

○鍋島電力供給室長 

 次回の開催につきましては、日程等、詳細が決まり次第、ホームページ等でお知らせいたしま

す。 

○横山座長 

 それでは、これをもちまして本日の作業部会を終わりにしたいと思います。 

 どうもありがとうございました。 

－了－ 


